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Ⅱ 障害のある子供の学びの場 

 

 

 

 

 

 

 

                            

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

《 教えて！ Ｑ＆Ａ 》 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 障害のある子供の就学先 

 

区分： 視覚障害者，聴覚障害者，知的障害者， 
肢体不自由者，病弱者   

※就学先の決定は市町村教育委員会の判断による。 

特別支援学校 

学校教育法施行令２２条の３に該当 

小・中学校 

学校教育法施行令２２条の３に非該当 

 

 

Ｑ 宮城県で，特別支援教育を受けている児童生徒はどれぐらいいますか？ 

A 令和２年度 宮城県内において，特別支援教育を受けている児童生徒は，次のとおりです。 

（令和２年５月現在） 

特別支援学校の児童生徒は２，６５８人, 特別支援学級の児童生徒は３，６５４人，通級による指導

を受けている児童生徒３，６８６人です。そのうち，小学１年生は８３１人です。 

その他にも,通常の学級の中で必要な支援や配慮を受けながら学習している児童生徒もいます。 

幼稚園 

保育所 

認定こども園 

通園施設 

就学 

就学 

転学 

通常の学級 

特別支援学級 
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 通常の学級に在籍し，授業にも概ね参加することができるものの，一部特別な指導が必要な児童

生徒が対象になります。教室環境の整備や学習への配慮だけでは落ち着いて学校生活を送ることが

できない場合に，個別に学習する形態です。学習の内容等については，個別の教育支援計画，個別の

指導計画を作成することが義務付けられており，本人・保護者と共通理解を図り作成する必要があり

ます。通級による指導は，子供の自立を目指し，障害による困難を改善・克服するため，一人一人の実

態や状況に応じた学習内容を扱うものであり，在籍学級での学習の遅れを補ったり，授業の予習や

復習を行ったりするものではありません。 

 

（１）対象となる障害区分と程度 

 指導の対象となる児童生徒の判断は，市町村教育委員会又は校内支援委員会で行われます。対象

となる障害の程度区分は次のとおりです。なお，知的障害がないことが前提となります。 

 

【表 1 平成２５年１０月４日付文科初第７５６号文部科学省初等中等教育局長通知】 

 

（２）指導について 

 通級による指導は，対象となる児童生徒の実態等を踏まえて，特別支援学校学習指導要領に示さ

れている自立活動の内容を参考に行われます。授業時数は年間３５～２８０単位時間を標準とします。

（週当たり１～８時間相当） 

 なお，対象となる児童生徒の在籍校に通級による指導を行っていない場合は，他校にある通級によ

る指導で学習する場合や通級担当の教員が巡回して指導を行うこともあります。 

 

（３）留意事項 

通級による指導での学習の様子について，担任を含め関係する教員間で定期的に情報を共有しな

がら，該当児童生徒の課題や支援の在り方について検討していくことが大切です。 

２ 通級による指導 
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 小・中学校に在籍している下記の程度の障害がある児童生徒が対象となります。特別な支援を必要

とするため，それぞれの障害の状態に合わせ，各教科等による指導，総合的な学習の時間，知的な遅

れがある場合は，各教科等を合わせて指導することも含めて教育課程を編成し，実態に合わせた手

立てを講じて指導を行います。 

 本県には，弱視，難聴，知的障害，肢体不自由，病弱，自閉症・情緒障害の児童生徒を対象とした特

別支援学級があります。 

 

（１）対象となる障害区分と程度 

 対象となる障害の程度区分は次のとおりです。指導の対象となる児童生徒についての判断は，市町

村教育委員会が行います。 

 

【表２ 平成２５年１０月４日付文科初第７５６号文部科学省初等中等教育局長通知】 

 

（２）指導について 

・ 在籍する児童生徒の障害の状態により，特別支援学級で学習を行う教科と協力学級の児童生徒と

一緒に学習を行う教科を設定しています。 

・ 知的な遅れがない場合でも，自立活動の指導を行います。 

※自立活動とは，個々の児童又は生徒が自立を目指し，障害による学習上又は生活上の困難を主

体的に改善・克服するために必要な知識，技能，態度及び習慣を養い，心身の調和的発達の基盤

を培うための学習です。 

 

（３）留意事項 

児童生徒一人一人に個別の指導計画を作成し，実態に応じてねらいを設定し，指導を行います。 

 

３ 特別支援学級 
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 学校教育法施行令２２条の３に定められた程度の障害のある子供を対象とし，個別の課題やニーズ

に応じて個別の教育支援計画や個別の指導計画を作成し，指導・支援に当たっています。 

 本県では，視覚障害者，聴覚障害者，知的障害者，肢体不自由者，病弱者を対象とした特別支援学

校が設置されています。 

 

（１）対象となる障害区分と程度 

 指導の対象となる児童生徒の判断は，市町村教育委員会で行われます。対象となる障害の程度区

分は次のとおりです。 

 

【表３ 学校教育法施行令２２条の３】 

（２）指導について 

・ 視覚障害，聴覚障害，肢体不自由，病弱の特別支援学校に在学している知的障害を伴わない児

童生徒に対しては，小・中学校の各教科等に準ずる教育が行われています。 

・ 知的障害のある児童生徒は，障害の状態に合わせて教育課程が編成されており，各教科等の指

導の他に各教科等を合わせた指導（日常生活の指導，遊びの指導，生活単元学習，作業学習）の

中で，生活する力や社会生活を送る上で必要な力を培うための学習内容が設定されています。 

    

（３）留意点 

・ 知的障害特別支援学校は，居住する地域によって学区が設定されています。 

・ 県内に3校設置されている県立高等学園に学区はなく，軽度の知的障害のある生徒が対象です。 

・ 肢体不自由を対象とする学校は 1 校，病弱を対象とする学校は 3 校（病院併置）あります（内，病

病弱と知的障害を併置している学校 2校，病弱と肢体不自由を併置している学校 1 校）。 

４ 特別支援学校 

 


